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1. はじめに 

本資料は，東海低レベル放射性廃棄物埋設事業所 第二種廃棄物埋設事業許

可申請について，「第二種廃棄物埋設施設の位置，構造及び設備の基準に関する

規則」（以下「第二種埋設許可基準規則」という。）の第十一条及び「第二種廃

棄物埋設施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」（以下「第二種

埋設許可基準解釈」という。）第１１条への適合性を説明するものである。 

第二種埋設許可基準規則第十一条及び第二種埋設許可基準解釈第１１条の要

求事項を第１表に示す。 
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第１表 第二種埋設許可基準規則第十一条及び第二種埋設許可基準解釈第１１条の要求事項 

第二種埋設許可基準規則 第二種埋設許可基準解釈 

【第二種埋設許可基準規則 第 1 項 第 1 号】 

事業所には，次に掲げるところにより，放射線管理施

設を設けなければならない。 

一 放射線から放射線業務従事者を防護するため，線

量を監視し，及び管理する設備を設けること。 

【第二種埋設許可基準解釈 第 1 項】 

第１１条に規定する「放射線管理施設」とは,放射線被ばくを監視及び管理するた

め，放射線業務従事者の出入管理，汚染管理，除染等を行う施設並びに放射線業務

従事者等の個人被ばく管理に必要な線量計等の機器をいう。

【第二種埋設許可基準規則 第 1 項 第 2 号】 

二 事業所及びその境界付近における放射性物質の

濃度及び線量を監視し，及び測定する設備を設け

ること。 

【第二種埋設許可基準解釈 第 2 項】 

第２号に規定する「事業所及びその境界付近における放射性物質の濃度及び線量

を監視し，及び測定する」とは，次のことをいう。 

一 埋設する放射性廃棄物の受入れの開始から廃止措置の開始までの間におい

て，廃棄物埋設施設からの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による

周辺環境における放射線量並びに操業に伴い周辺環境に放出される放射性

物質の濃度等を監視及び測定できる設備を有する設計であること。 

 二 ピット処分を行う場合は，埋設する放射性廃棄物の受け入れの開始から埋設

の終了までの間において，人工バリアから漏出する放射性物質の濃度等を監

視及び測定できる設計であること。 

 三 埋設する放射性廃棄物の受入れの開始から廃止措置の開始までの間におい

て，廃棄物埋設地の外に漏出し生活環境に移行する放射性物質の濃度等を監

視及び測定できる設計であること。 

 四 測定期間及び使用環境に適応して実用上必要な精度で監視及び測定ができ

る性能を有する監視設備及び測定設備を用いること。 

【第二種埋設許可基準規則 第 1 項 第 3 号】 

 三 放射線から公衆及び放射線業務従事者を防護す

るため，必要な情報を適切な場所に表示する設備

を設けること。 

【第二種埋設許可基準解釈 第 3 項】 

第３号に規定する「必要な情報を適切な場所に表示する」とは，管理区域におけ

る放射線量，空気中の放射性物質の濃度及び床面等の放射性物質の表面密度を，管

理区域に立ち入る者が安全に認識できる場所に表示することをいう。 
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2. 放射線管理の基本方針 

東海低レベル放射性廃棄物埋設事業所 廃棄物埋設施設（以下「本施設」と

いう。）では，廃棄物埋設地に埋設した放射性廃棄物に起因する放射線や放射性

物質から，周辺監視区域外の公衆及び放射線業務従事者及び放射線業務従事者

以外の者であって，管理区域に一時的に立ち入る者（以下「放射線業務従事者

等」という。）を防護するため，「核燃料物質又は核燃料物質によって汚染され

た物の第二種廃棄物埋設の事業に関する規則（以下「事業規則」という。）」に

基づき，放射線管理施設を設置する。なお，廃棄物埋設地については段階的な

管理を行うことから，管理の計画を以下に示す。 

2.1 段階管理の実施と区域設定の考え方 

本施設では，廃棄物埋設地に係る放射線等の管理を実施するにあたり，「第

二種埋設許可基準規則」及び「第二種埋設許可基準解釈」に基づき，「埋設す

る放射性廃棄物の受入れ開始の日から埋設終了までの間（以下「埋設段階」

という。）」と「埋設の終了から廃止措置の開始の日の前日までの間（以下「保

全段階」という。）」の２つの段階を設定する。各段階において，「事業規則」，

「第二種埋設許可基準解釈」及び「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業

に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示（以下「線量告示」

という。）」に基づき，管理区域及び周辺監視区域を設定し出入管理等必要な

措置を講ずるとともに，埋設保全区域を設定し廃棄物埋設地の保全のために

必要な管理を行う。 

各段階に応じて設定する区域管理及びその変更又は廃止措置予定時期は，

次のとおりとする。また，廃棄物埋設地の各区域の設定期間を第１図に示す。 

(1) 本施設への放射性廃棄物の受入れに先立って，周辺監視区域を設定する。

その廃止予定時期は埋設段階終了時とする。 

(2) 埋設段階は，埋設保全区域を設定し標識を設ける等の必要な措置を講ず
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るとともに，放射性廃棄物の埋設作業を行うにあたり，埋設保全区域に

管理区域を設定し，必要な措置を講ずる。埋設終了後は，法令に定める

管理区域に係る値を超えていないことを確認し，管理区域の解除を行う。 

全ての区画で放射性廃棄物の定置及び中間覆土が完了し，廃棄物埋設

地全体に最終覆土を行った後，埋設段階を終了する。 

(3) 保全段階では，埋設段階で設定した埋設保全区域を維持する。保全段階

の終了予定時期は，埋設段階の終了後 50 年以内を目安とする。なお，保

全段階を終了するに当たっては，所管官庁による廃止措置計画の認可を

受けるものとする。 

第１図 廃棄物埋設施設の区域設定期間 

2.2 周辺監視区域の設定概要 

本施設には，埋設段階において周辺監視区域を設定する。周辺監視区域

の範囲は第２図に示す範囲とし，「事業規則」に基づき柵及び標識等によっ

て区画し，業務上立ち入る者以外の立入を制限する。 

埋設段階 
保全段階 

（約 50 年）

周辺監視区域設定 
（廃棄物の受入れ前～埋設終了まで） 

管理区域設定 
（廃棄物の受入れ開始～埋設終了まで） 

埋設保全区域設定 
（廃棄物の受入れ開始～廃止措置開始の前日まで） 

廃止措置開始 埋設終了 操業開始 
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第２図 周辺監視区域の設定範囲 

2.3 埋設保全区域及び管理区域の設定概要 

本施設には，埋設段階及び保全段階において，埋設保全区域を設定する。

埋設保全区域の範囲は，廃棄物埋設地の区画全体とし，「事業規則」に基づ

き標識を設置する等の方法により他の場所と区別し，必要な事項を表示し

た立札を設置する等の保全のための措置を講ずる。 

また，埋設段階においては，廃棄物埋設地内に放射線から放射線業務従

事者等を防護するため管理区域を設定し，「事業規則」に基づき柵等によっ

て区画するほか標識を設けることによって他の場所と区別する。なお，管

理区域は埋設作業の進捗に伴い，管理区域の要件に該当する範囲を設定す

ることとし，埋設終了後は，法令に定める管理区域に係る値を超えていな

いことを確認し，管理区域の解除を行う。 

管理区域の設定例を第２表に，埋設保全区域の設定例を第３図に示す。 

至日立市 

太平洋 
東海発電所 

東海第二発電所

南側埋設トレンチ 

北側埋設トレンチ 

：廃棄物埋設地 

：周辺監視区域境界線 

(防波堤及び荷揚げ場を含む)

：事業所敷地境界線 

：モニタリングポイント P 
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第２表 埋設作業の進捗に伴う管理区域の設定例 

南側埋設トレンチ埋設中 北側埋設トレンチ埋設中 

周辺監視区域 周辺監視区域 

第３図 廃棄物埋設地の区域の設定例 

雨水防止テント

埋設保全区域の区画

（柵，表示等）管理区域出入口

廃棄物埋設地出入口

（門扉） 

管理区域の区画

（柵，表示等）

：埋設保全区域

：管理区域

北側埋設 
トレンチ 

（埋設前） 

南側埋設 
トレンチ 

（埋設中） 

北側埋設 
トレンチ 

（埋設中） 

南側埋設 
トレンチ 

（埋設終了）

：埋設保全区域 ：管理区域 ：埋設保全区域 ：管理区域 
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3. 放射線管理施設の設計 

本施設には，放射線業務従事者等を防護するため，放射線管理施設として

「放射線から放射線業務従事者を防護するため，線量を監視し，及び管理する

設備」（以下「放射線防護のための設備」という。），及び「事業所及びその境

界付近における放射性物質の濃度及び線量を監視し，測定する設備」（以下「放

射線監視のための設備」という。）を設ける。 

3.1 放射線防護のための設備 

本施設は，放射線業務従事者等の出入管理を行う設備及び個人被ばく管理

に必要な機器を有する設計とする。なお，廃棄物埋設地で取り扱う放射性廃

棄物は，容器に封入及び梱包した状態で取り扱うため，放射性物質の飛散の

おそれはない。廃棄物埋設地においては，放射性廃棄物の開梱等は行わない

ことから，汚染管理，除染等を行う施設は設置しない。放射線の防護のため

の設備を第３表に示す。 

第３表 放射線の防護のための設備 

設備名 機器 用途 

出入管理設備 出入管理装置 放射線業務従事者の出入管理 

個人管理用測定設備 個人線量計 放射線業務従事者等の個人被ばく管理 

放射線監視設備 積算線量計 管理区域内における外部放射線に係る

線量当量測定 

放射線サーベイ機器 管理区域内の線量当量率測定 

【第二種埋設許可基準解釈 第 1 項】

第１１条に規定する「放射線管理施設」とは,放射線被ばくを監視及び管理

するため，放射線業務従事者の出入管理，汚染管理，除染等を行う施設並び

に放射線業務従事者等の個人被ばく管理に必要な線量計等の機器をいう。 
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3.1.1 放射線業務従事者等の被ばく管理 

本施設では，放射線業務従事者等の放射線被ばくを監視及び管理するため，

出入管理設備及び個人線量計を設置する。管理区域への放射線業務従事者等

の出入管理は出入管理設備にて行う。また，放射線業務従事者等に個人線量

計を着用させることで線量を測定し，個人被ばく線量を監視及び管理する。 

3.1.2 管理区域における放射線の管理 

廃棄物埋設地に設置する管理区域には，放射性廃棄物からの直接ガンマ

線，スカイシャインガンマ線の監視及び管理を行うため，積算線量計と放

射線サーベイ機器を設置する。なお，積算線量計は第４図のとおり，管理

区域境界に設置し測定を行う。 

第４図 管理区域における放射線の管理例 

雨水防止テント 

積算線量計 

管理区域の情報表示 

雨水防止テント内

放射線サーベイ機器 



9 

3.1.3 汚染管理及び除染を行うための設備 

廃棄物埋設地に埋設する放射性廃棄物は，容器等に封入又は梱包した状態

で取り扱うことにより，放射性物質の飛散を防止することから，汚染管理，除

染等を行う施設は設置しない。 

容器等への放射性廃棄物の収納例を第４表に示す。 

(a) 機器や配管等の解体撤去等に伴って発生する金属は鉄箱に封入して埋

設する。 

(b) 建物の解体に伴って発生するコンクリートブロックは，プラスチックシ

ートに梱包して埋設する。 

(c) コンクリートはつり等に伴い発生するコンクリートガラは，フレキシブ

ルコンテナに封入して埋設する。 

第４表 容器等への廃棄物の収納例 
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3.1.4 管理区域の放射線量等の表示 

放射線から公衆及び放射線業務従事者を防護するため，管理区域において

放射線サーベイ機器にて線量当量率の測定を実施し，線量当量率の測定結果

を管理区域に立入る者が安全に認識できる場所に表示する。 

3.2 放射線監視のための設備 

3.2.1 周辺環境における放射線量の測定

本施設では，埋設段階及び保全段階において，敷地境界である周辺監視

区域境界付近に積算線量計を設け，廃棄物埋設施設からの直接ガンマ線及

びスカイシャインガンマ線を監視及び測定する。なお，廃棄物埋設地に埋

設する放射性廃棄物は，容器に封入及び梱包した状態で取り扱うため，周

辺環境に放出される放射性物質は無いことから，濃度等を監視及び測定す

る設備は設置しない。 

【第二種埋設許可基準解釈 第３項】 

第３号に規定する「必要な情報を適切な場所に表示する」とは，管理区域

における放射線量，空気中の放射性物質の濃度及び床面等の放射性物質の

表面密度を，管理区域に立ち入る者が安全に認識できる場所に表示するこ

とをいう。 

【第二種埋設許可基準解釈 第２項】 

一 埋設する放射性廃棄物の受入れの開始から廃止措置の開始までの間に

おいて，廃棄物埋設施設からの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線に

よる周辺環境における放射線量並びに操業に伴い周辺環境に放出される放

射性物質の濃度等を監視及び測定できる設備を有する設計であること。 
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① 留意事項 

監視及び測定を行う位置の選定にあたっては，「環境モニタリング指針

（平成 20 年 3 月 平成 22 年 4 月一部改訂）」等を参考に以下の点に留

意した。 

・ 廃棄物埋設地周辺の環境及び人口が集中した地点（居住区域）を調

査し考慮する。 

・ 海などの非居住地域に接している場所は選定しない。 

・ 設置位置は敷地境界（周辺監視区域境界）の近傍とし，測定値に偏

りが無いよう，特殊な環境条件を避け，同じ機器を一様に，数か所

設置する。 

・ 操業前の測定データをもとに，通常の変動の範囲を把握する。 

② 廃棄物埋設地周辺状況の調査結果 

廃棄物埋設施設からの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線によ

る周辺環境の放射線量を測定及び監視するにあたり，周辺の建物，居住

区域等の状況を確認した。結果は以下のとおり。 

・ 周辺監視区域の北側は防砂林に面している。 

・ 東側は海に面しており，非居住地域である。 

・ 南側は JAEA の敷地に面しており，非居住地域である。 

・ 西側は国道 245 号線に面しており，その先に田畑と居住区域（豊岡

地区）がある。 

・ 南西には居住区域（白方地区）がある。 
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第５図 廃棄物埋設地の周辺状況 

③ 監視及び測定位置の選定 

廃棄物埋設地周辺状況を調査した結果，周辺監視区域の北側は防砂林，

西側は居住区域等に接していることから，監視及び測定の対象とする。東

側は太平洋，南側はＪＡＥＡの敷地と接していることから，非居住区域で

あるため対象外とする。 

周辺監視区域の境界は発電所と同じであり，発電所の既存の測定ポイン

トが北側に１箇所，西側に３箇所設けられている。そのうち２は，廃棄物

埋設地より近い場所にあり，南西方向の２箇所（３，４）は周辺の居住区

域に近い場所にある。そのため，これらの地点は周辺環境の放射線状況を

監視及び測定する位置として適切である。また，発電所の測定ポイントと

同じ位置を選定し監視及び測定を行うことは，本施設の操業前の測定デー

タが十分にあり，設置性が良く測定に支障もないことから合理的である。 

以上のことから，第６図のとおり，既存の発電所のモニタリングポイン

北 

南

西 東 

北西 北東 

南西 南東 

Google 

防砂林 

太平洋 

JAEA 原子力科学研究所 

廃棄物埋設地

豊岡地区 

白方地区 
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ト位置に同様の測定器を一様に設置し，敷地境界における放射線量の監視

及び測定を行う。 

第６図 周辺監視区域境界における測定位置 

④ 測定値の評価 

廃棄物埋設施設は既存の発電所の周辺監視区域内に設置するため，放射

線量の評価にあたっては，自然現象による影響やフォールアウトの影響の

他に，発電所からの影響を考慮する必要がある。いずれの地点も平常時の

変動の範囲（発電所が平常運転している状態）を把握し，測定値が平常時

の変動の幅を外れた場合には，上記の影響を考慮して評価し原因を明らか

にする。 

東海発電所 

東海第二発電所 

至 ひたちなか市 

至日立市 

太平洋 

１ 

２ 

３ 

４ 

：廃棄物埋設地 

：周辺監視区域境界線 

(防波堤及び荷揚げ場を含む)

：事業所敷地境界線 

：モニタリングポイント 
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3.2.2 ピット処分を行う場合の放射性物質の濃度等の監視及び測定 

本施設は，トレンチ処分のため該当しない。 

3.2.3 生活環境に移行する放射性物質の濃度等の監視及び測定 

廃棄物埋設地では降雨及び融雪水が浸透する過程で，埋設した放射性廃棄

物と接触し，放射性物質が浸透水中に漏出することで浸透水とともに直下の

帯水層を流れる地下水を経由して周辺の生活環境へ移行することが想定さ

れる。そのため，地下水中の放射性物質の濃度の測定及び評価を行うことで，

廃棄物埋設地より生活環境へ漏出する放射性物質を監視する。 

また，監視及び測定地点の選定にあたっては，「核燃料物質又は核燃料物

質によって汚染された物の第二種廃棄物埋設の事業に関する規則 第十三

条 記録 二 放射線管理記録 ハ」において，地下水中の放射性物質の濃

度について，周辺監視区域においては周辺監視区域境界，周辺監視区域を廃

止した場合は廃棄物埋設地の近傍にて測定を行い記録することが定められ

ている。 

本施設では，周辺監視区域を埋設段階に設定し，保全段階では解除する計

【第二種埋設許可基準解釈 第２項】 

三 埋設する放射性廃棄物の受入れの開始から廃止措置の開始までの間にお

いて，廃棄物埋設地の外に漏出し生活環境に移行する放射性物質の濃度等を

監視及び測定できる設計であること。 

【第二種埋設許可基準解釈 第２項】 

二 ピット処分を行う場合は，埋設する放射性廃棄物の受け入れの開始から

埋設の終了までの間において，人工バリアから漏出する放射性物質の濃度等

を監視及び測定できる設計であること。 
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画であることから，埋設段階においては周辺監視区域境界で，保全段階にお

いては廃棄物埋設地の近傍で測定を行うこととする。また，埋設段階におい

ても生活環境に移行する放射性物質の早期検出及び評価のため，廃棄物埋設

地近傍での測定を行うこととする。 

以上のことから監視及び測定は以下のとおり実施する。 

① 周辺監視区域境界付近における監視場所は，本施設の地下水の流向

等を調査し，放射性物質の移行が想定される地下水の流れの下流側

に設定する。なお，放射性物質の移行に伴う分散や地下水の流向等不

確定な変動を考慮して複数箇所設置し，放射性物質が移行する可能

性が少ない場所については除外する。 

② 廃棄物埋設地の近傍における監視場所は，地下水の流向等の調査結

果より廃棄物埋設地周辺の状況を確認し，地下水に移行した放射性

物質を早期に検出しやすいトレンチ近傍の下流側にそれぞれ設定す

る。 

③ 検出された放射性物質が廃棄物埋設地起源であることを確認するた

め，定期的に地下水中の放射性物質のバックグラウンド測定を行う。

測定場所は上流側の周辺監視区域境界付近及び廃棄物埋設施設近傍

の上流側に設定する。 

④ 地下水のサンプリングにあたり鉛直方向の深さは，事前に調査した

地盤構成を考慮し，有効な深さとなるよう設定する。 

⑤ 放射性廃棄物の受入れ開始前までに監視場所での地下水の測定を行

い，平常時のモニタリング結果を把握する。 

⑥ 埋設する放射性廃棄物に含まれる放射性物質より，地下水中の移行

の速さや検出性の高さ等を考慮し，監視対象とする放射性核種を選

定する。 
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⑦ 定期的に地下水中の監視対象核種の放射性物質濃度を測定する。 

⑧ 監視対象以外の核種は，監視対象核種の分析結果を基に評価を行い，

必要に応じて測定を行う。 

事前の調査では，廃棄物埋設施設周辺における定常的な地下水の流動は，

西から東に向かい流動しており，廃棄物埋設施設下を通過した地下水はそれ

に伴い東の海域に達すると考えられる（参照：東海低レベル放射性廃棄物埋

設事業所 第二種廃棄物埋設施設事業許可申請 第二種廃棄物埋設施設に係

る水理の状況について）。そのため，埋設段階においては，第７図のとおり廃

棄物埋設施設近傍及び周辺監視区境界付近に，保全段階においては，第８図

のとおり廃棄物埋設地の近傍において，定期的に放射性物質の濃度の測定と

地下水の水位の確認を行う。 

また雨量計を設置し，降雨量と一カ月あたりの積算雨量を測定する。 

第７図 埋設段階における監視場所 

東海発電所 

東海第二発電所

太平洋

至日立市

至 ひたちなか市

：廃棄物埋設地 

：周辺監視区域境界線 

(防波堤及び荷揚げ場を含む)

：事業所敷地境界線 

：地下水位等監視設備 
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第８図 保全段階における監視場所 

監視の対象とする放射性核種は，放射性廃棄物中に含まれるものの中か

ら，測定性等を考慮し３核種を選定した。選定理由，測定機器を第５表に

示す。 

第５表 地下水中の放射性核種の監視対象 

測定対象 選定理由 測定機器 

3Ｈ 放射性廃棄物中に含まれる主要な放射性核種のう

ち，3Ｈは天然バリア材に対して極めて移行しやすく，

他の核種よりも早くバリアを通過してくるものと想

定される。また，放射化分と比較して早く出てくると

考えられる汚染分の放射能量が最も多い。以上の理

由により監視する放射性核種として選定した。 

液 体 シ ン

チ レ ー シ

ョ ン 測 定

器 

60Co 

137Cs 

放射性廃棄物中に含まれる主要な放射性核種のう

ち，ガンマ線核種の中で汚染分の放射能量の多い 60Co

と 137Cs を監視する放射性核種として選定した。 

Ge 半導体

検出器 

東海発電所

東海第二発電所

太平洋

至 ひたちなか市

至日立市 ：廃棄物埋設地 

：周辺監視区域境界線 

(防波堤及び荷揚げ場を含む)

：事業所敷地境界線 

：地下水位等監視設備 
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3.2.4 放射線監視のための設備の選定 

本施設に設置する放射線施設の設備は，それぞれの使用状況に適応した

ものを選定する。各設備について，代表的な機器の仕様を第６表に示す。 

第６表 放射線監視のための設備の例 

放射線施設の設備 設置場所 使用する設備 

積算線量計 周辺監視区域境界

（屋外） 

発電所にて周辺監視区域にお

けるガンマ線線量率の測定に

使用しているもの（熱蛍光線量

計等）と同様のものを使用す

る。 

地下水位等監視設備 廃棄物埋設地周辺

（屋外） 

地下水位等監視設備として，地

下水位孔及び水位計を設置す

る。なお，地下水の採取は採取

器（ベーラー等）で行う。 

放射能測定装置 周辺監視区域内 

（屋内） 

放射能測定装置として，Ge 半導

体測定装置及び液体シンチレ

ーション測定装置を使用する。

監視する対象の放射性核種の

測定に必要な性能を有するも

のとする。 

転倒ます型雨量計 周辺監視区域内 

（屋外） 

一般的な雨量の測定に使用さ

れているもので，気象庁の検定

を受けたものを使用する。 

【第二種埋設許可基準解釈 第２項】 

四 測定期間及び使用環境に適応して実用上必要な精度で監視及び測定が

できる性能を有する監視設備及び測定設備を用いること。 
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4. 記録項目 

本施設では，「事業規則」第十三条第 1 項（記録）で定められた記録事項

について，第７表のとおり定められた項目及び頻度で記録を行い保存す

る。 

第７表 記録項目と測定頻度 

監視項目 測定頻度 

期間 

埋設段階 保全段階

管理区域の外部放射線に係る線量当量 1 回/週 ○ ― 

周辺監視区域境界付近の外部放射線に係る線

量当量 

（全ての放射性廃棄物を土砂等で覆うまでの期間）

1 回/月 

(1 回/週)
○ ○ 

地下水中の放射性物質濃度 

・埋設段階：廃棄物埋設地近傍及び周辺監視区域内 

・保全段階：廃棄物埋設地近傍

1 回/月 ○ ○ 

地下水位（廃棄物埋設地近傍） 1 回/月 ○ ○ 

降雨量 連続 ○ ○ 

積算降雨量 1 回/月 ○ ○ 

5. まとめ 

本施設においては，放射線や放射性物質から，周辺監視区域外の公衆及び

放射線業務従事者等を防護するための放射線管理施設の設備を設ける設計

としており，監視項目に適応した設備を用いる。そのため，「第二種埋設許可

基準規則」の第十一条及び「第二種埋設許可基準解釈」第１１条へ適合して

いると判断する。 
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参考資料 

地下水中の放射性核種の測定対象について 

地下水中の監視対象とする放射性核種は，H-3，Co-60，Cs-137 の 3 核種を

以下のとおり選定している。 

１．H-3 

地下水移行シナリオによる公衆が受ける線量を評価した「海産物を摂取す

ることによる被ばく」では，被ばく線量の寄与が最も大きい放射性核種は C-

14 であるが，H-3 を測定することで，代替できることから，より検出性が高

いと考えられる H-3 を測定対象とする。 

H-3 を測定対象とする理由は以下のとおりである。 

・H-3 と C-14 の地下水中の移行は同等又は H-3 の方が早い。 

・H-3 と C-14 の廃棄物中の放射能量は汚染分のみでも H-3 の方が多い。 

地下水中の放射性物質濃度の推移（イメージ） 
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埋設施設からの地下水による放射性物質の移行は，海水中まで数年程度と

非常にゆるやかであるため，H-3 検出後から，適切な測定頻度により C-14 を

監視対象とすることでも，周辺公衆への線量影響がないことを確認すること

が可能である。 

２．Co-60,Cs-137 

ガンマ線核種の中で汚染分の放射能量の多い Co-60 と Cs-137 を監視対象

とすることで，放射性物質の異常な漏出がないことを確認する。Co-60 と Cs-

137 は H-3 と比較して地下水中の移行が遅いため，H-3 の検出結果と比較す

ることで，移行抑制機能の確認を行うことができる。 

以上 


